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小田原市立総合医療センターの位置
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

小田原市は神奈川県の西部に
位置し、人口約18万5千人の
地方都市で、東海道本線で東
京駅から小田原駅まで快速で
約70分、新幹線で約35分



小田原市立総合医療センターの保健医療圏
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

小田原市立総合医療センターが主に医療サービスを
提供する地域は、県保健医療計画に定める県西二次
保健医療圏（２市８町の区域内）です。

構想区域名 構成市区町村 

横浜 横浜市 

川崎北部 高津区、宮前区、多摩区、麻

生区 

川崎南部 川崎区、幸区、中原区 

相模原 相模原市 

横須賀・三浦 横須賀市、鎌倉市、逗子市、

三浦市、葉山町 

湘南東部 藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町 

湘南西部 平塚市、秦野市、伊勢原市、

大磯町、二宮町 

県央 厚木市、大和市、海老名市、

座間市、綾瀬市、愛川町、清

川村 

県西 小田原市、南足柄市、中井

町、大井町、松田町、山北町、

開成町、箱根町、真鶴町、湯

河原町 

全 9区域 19 市 13 町 1 村 



小田原市立総合医療センターの現況
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

開設者 小田原市

病院⾧
（病院事業管理者） 川口竹男

施設の概況
①位 置
②敷 地 面 積
③建物延面積

小田原市久野46番地
23,021.60㎡
42,234.16㎡

診療科目
（標榜科目）
30診療科
（＋院内標榜２）

内科 腎臓内科 糖尿病内分泌内科 精神科
脳神経内科 呼吸器内科 消化器内科
循環器内科 小児科 外科 整形外科 形成外科
脳神経外科 呼吸器外科 消化器外科
心臓血管外科 皮膚科 泌尿器科 産婦人科 眼科
耳鼻咽喉科 頭頚部外科 リハビリテーション科
放射線診断科 放射線治療科 麻酔科 救急科
病理診断科 緩和ケア外科 歯科口腔外科
（総合診療・感染症科 臨床検査科 ）

病床数 一般 406床



小田原市立総合医療センターの入院患者数（令和６年度）
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

居住地 患者数 割合

小田原市 84,617人 61.3%

南足柄市 13,942人 10.1%

開成町 4,969人 3.6%

山北町 2,209人 1.6%

松田町 2,208人 1.6%

大井町 5,383人 3.9%

中井町 1,104人 0.8%

箱根町 5,522人 4.0%

真鶴町 2,347人 1.7%

湯河原町 6,212人 4.5%

その他 9,525人 6.9%

合計 138,038人 100%

令和６年度の延べ入院患者数は、

138,038人であった。

そのうち84,617人（61.3％）

が小田原市の患者であり、4割近く

は他自治体の患者となっている。

また、県西地域の他市町の合計

患者数は43,896人（31.8％）

となっている。



小田原市立総合医療センターの外来患者数（令和６年度）
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

居住地 患者数 割合

小田原市 177,801人 65.9%

南足柄市 27,250人 10.1%

開成町 10,253人 3.8%

山北町 3,507人 1.3%

松田町 3,777人 1.4%

大井町 9,174人 3.4%

中井町 1,079人 0.4%

箱根町 8,364人 3.1%

真鶴町 4,047人 1.5%

湯河原町 10,253人 3.8%

その他 14,300人 5.3%

合計 269,805人 100%

令和６年度の延べ外来患者数は、

269,805人であった。

そのうち177,801人（65.9％）

が小田原市の患者であり、３割以

上は他自治体の患者となっている。

また、県西地域の他市町の合計

患者数は77,704人（28.8％）

となっている。



県西二次保健医療圏の病院の病床機能等（令和７年7月時点）
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

県西二次保健医療圏の高度急性期医療については、

約９割を市立総合医療センターが担っており、

約１割を県立足柄上病院が担っている状況となっている。

令和6年度病床機能報告結果より抜粋して加工

合計
高度急
性期

急性期 回復期 慢性期 その他

2,909 459 1,038 267 1,094 51

小田原市立総合医療センター 小田原市 406 406 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神奈川県立足柄上病院 松田町 290 46 152 60 32 ○ ○ ○ ○ ○ ○

独立行政法人国立病院機構箱根
病院

小田原市 199 180 19

独立行政法人地域医療機能推進
機構 湯河原病院

湯河原町 150 100 50 ○

公
立
・
公
的

病床機能
医療機関名称（病院） 所在地

種
別

地域周
産期母
子医療
センター

感染症
指定医
療機関

エイズ
拠点
病院

※小田原市立総合医療センターの病床機能は、令和８年５月４日の開院時点

三次
救急

二次
救急

救急告
示病院

災害拠
点病院

地域医
療支援
病院

地域が
ん診療
連携拠
点病院

県西圏域合計（21病院）



県西二次保健医療圏の病院の病床機能等（令和７年7月時点）

8

合計
高度急
性期

急性期 回復期 慢性期 その他

医療法人 同愛会 小澤病院 小田原市 202 202 ○ ○

医療法人尽誠会 山近記念総合
病院

小田原市 152 152 ○ ○

医療法人邦友会 小田原循環器
病院

小田原市 97 7 90 ○

湯河原胃腸病院 湯河原町 108 58 50 ○

医療法人 小林病院 小田原市 163 56 47 60 ○ ○

大内病院 南足柄市 53 53 ○ ○

医療法人社団 帰陽会 丹羽病院 小田原市 51 51 ○ ○

医療法人社団三暉会 永井病院 小田原市 45 45 ○

西湘病院 小田原市 102 45 57 ○ ○

医療法人社団綾和会 間中病院 小田原市 90 34 56 ○ ○

日野原記念ピースハウス病院 中井町 22 22

一般財団法人生活保健協会湯河
原中央温泉病院

湯河原町 223 223

医療法人勝又高台病院 開成町 310 310

特定医療法人社団研精会 箱根リ
ハビリテーション病院

箱根町 109 54 55

医療法人社団明芳会北小田原病
院

南足柄市 55 55

太陽の門 小田原市 52 52

佐藤病院 大井町 30 30

民
間

病床機能
医療機関名称（病院） 所在地

種
別

地域周
産期母
子医療
センター

感染症
指定医
療機関

エイズ
拠点
病院

三次
救急

二次
救急

救急告
示病院

災害拠
点病院

地域医
療支援
病院

地域が
ん診療
連携拠
点病院



小田原市立総合医療センターが担っている機能
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

圏域内唯一の機能

その他の機能

救命救急センター
地域周産期母子医療センター
地域がん診療連携拠点病院

地域医療支援病院

災害拠点病院

神奈川DMAT指定病院

管理型臨床研修病院

神奈川県難病医療指定病院



小田原市立総合医療センターの職員数
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

正規職員

会計年度任用職員

※R8.4.1現在の人数

※ 看護職員に助産師・准看護師含む。

合 計 992人

医師・歯科医師 110人
看護職員 436人

医療技術職員 123人
事務職員 47人

その他職員 276人



小田原市立総合医療センターの建物概要
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

小田原市立総合医療センター 旧病院
敷地面積/延べ
面積

23,021.60㎡ / 42,234.16㎡ 21,968.78㎡ / 25,026.26㎡

構造/階数/高さ S（鉄骨）造/地上9階/49.86ｍ SRC(鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ)造/地上7階
地下1階/

災害対策(地震) ハイグレード免震構造（巨大地震直後でも診療継続） 耐震構造

災害対策(水害) １階床レベルは最大浸水深以上
電気・熱源機械室は４階配置

止水版
電気・熱源機械室は地下１階配置

災害対策(その
他)

屋上ヘリポート/非常用発電機/飲料用井水処理施設/
緊急排水槽

河川敷等/発電機/雑排水用井戸

省エネ Zeb Ready（57％削減、病院施設で現在全国１
位）

―

患者駐車場 約250台/立体駐車場 約230台/平面駐車場



小田原市立総合医療センターの主な医療機能
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（１）小田原市立総合医療センターの概要について

新病院 旧病院

病床数 ４０６床 ４１７床

診療科 ２８科＋歯科口腔外科、緩和ケア外科を新設 ２８科

病室 ９．６㎡ ６．８㎡

地域医療支
援病院

医療連携・入退院支援・医療相談等の機能を集約・強化
→患者サポートセンター

・面積が狭小
・相談室が少ない

高度急性期
機能

・手術室１０室（ハイブリット、ロボット対応、日帰り対応）
・重症病床４８床、遠隔ICU
・超急性期フロア（手術室と重症病床同一階）、遠隔ICU
・各種医療機器増設

・手術室８室
・重症病床４０床

救命救急
センター

・一般撮影、ハイブリッドER
・救急ワークステーション
・専用EV（⇔超急性期フロア⇔ヘリポート）

・放射線検査部門まで距離あり

がん ・化学療法室（１６床）
・PET/CT、SPECT/CT、リニアック更新

・化学療法室（９床）
・PET/CT、SPECT、リニアック

周産期・小児 ・NICU（６床）、GCU（６床）、LDR２室 ・NICU（６床）

感染症
・個室率 約３６％ ・専用EVなど専用動線
・陰圧の個室・診察室・手術室

・陰圧装置設置等

教育 ・研修室、シュミレータエリア

その他 ・サービス・業務効率向上のためのDX化、搬送ロボットの導入 ・患者呼び出しシステム等順次導入



検討委員会設置の背景１
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

○ 小田原市立病院（小田原市立総合医療センター）経営計画

総務省ガイドラインに基づき令和６年３月に策定

（計画期間:令和６年度～令和９年度）

→ 「現行の地方公営企業法の全部適用によって達成される

効果を検証し、求められる効果が達成されそうにない場合

は、地方独立行政法人を含む適切な経営形態についてさら

に検討を進める」

※令和3年4月に全部適用に移行



検討委員会設置の背景２
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

○ 健全経営の維持

９期連続（平成28～令和６年度）純利益を計上

→ 新病院建設費・人件費・物価高騰など支出負担増

新病院の減価償却費・企業債償還金の計上

⇒ 令和７年度…経常収支は黒字を維持したが、総収支は純

損失を計上

令和８年度以降も厳しい経営状況が続き、病院事業の

保有資金は、令和５年度末には約135億円だったが、令和

15年度には10億を下回る見込み

(公立病院として政策的医療は確保しなければならない)



検討委員会設置の背景３
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

○ 医療従事者の確保

神奈川県西地域は、令和６年度から医師少数区域に指定

→ 厳しさを増す医師確保

⇒ 医療提供体制の維持が困難に。。。

（医師の働き方改革、処遇改善も必要）



検討委員会設置の検討事項
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

検討にあたっては

「専門的かつ客観的に中立な立場での検討が必要」

⇒経営形態のあり方検討委員会の設置

神奈川県西二次保健医療圏域の基幹病院としての役割を
今後継続して果たしていくために、次の事項について検討する
必要がある

① 地方公営企業法の全部適用によって達成される効果の検証

② 地域の中心的な医療を持続するための最適な経営形態について
さらに検討



検討委員会設置に伴う条例改正と附帯決議
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

小田原市議会の令和８年３月定

例会において、病院事業管理者の

附属機関として「小田原市病院事

業の経営形態のあり方検討委員

会」を設置するために、「小田原市

病院事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例」を議案提出し

たところ、一票差で議決され、左の

附帯決議がなされました。



検討委員会の設置目的
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

病院事業の経営形態のあり方に関する事項につき、事業管理者の

諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項

について意見を具申すること。

検討委員会の構成

より多角的で慎重な議論が必要なため、市内医療団体の代表・連

携医療機関・学識経験者・市内経済団体・市民団体の区分から、委

員１６名を選出した。【委員名簿を参照】

※必要に応じて、関係者の意見を伺う



事業管理者からの諮問文
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について



検討委員会の検討スケジュール（予定）
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

まず、地方公営企業法の全部適用によって達成される効果等

の検証を行い、中間報告を行った後に、病院事業の経営形態の

あり方の検討を行う。

日程 内容

諮問
第１回 令和8年7月30日 医療センターの概要、検討委員会の設置、公立病

院の経営形態、現状と課題

第２回 9月上旬頃 全部適用移行の効果検証（財務・資産等）

第３回 10月下旬頃 全部適用移行の効果検証（人材確保・医療サービ
ス等）

第４回 12月上旬頃 全部適用移行の総合評価と課題整理、中間報告の
取りまとめ

中間報告 12月中目途 事業管理者に中間報告



検討委員会の検討スケジュール（予定）
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（２）小田原市病院事業の経営形態のあり方検討委員会の設置について

日程 内容

第５回 令和9年１月
上旬頃 あり方検討の目的と現状の確認

第６回 2月中旬頃 経営形態の種類と選択肢の検討

第７回 3月下旬頃 法務と財務の視点からの検討

第８回 4月下旬頃 人的資源と運営効率の視点からの検討

第９回 6月上旬頃 将来展望とリスクの評価

第10回 7月上旬頃 経営形態の総合評価、答申の取りまとめ

答申 7月中目途 事業管理者に答申



公立病院の経営形態についての共通認識
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（３）公立病院の経営形態について

令和３年４月に地方公営企業法の一部適用から全部適用
へと、経営形態を移行した効果の検証を行う前に、次の事項
について説明する

① 公立病院が取りうる経営形態の種類等

② 地方公営企業法の一部適用と全部適用の、それぞれの特性等

経営形態移行の効果検証の議論にあたっては、

これらの事項に関する共通認識が必要



公立病院の経営形態の種類
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（３）公立病院の経営形態について

地方公
営企業

地方独立行政法人

一部適用事業

全部適用事業

指 定 管 理 者

地域医療連携推進法人

民 間 譲 渡

事業形態の見直し

経営形態

公営型

民営型

地方公営企業法の規定のうち、財務に関する
既定の一部のみ適用する

地方公営企業法の規定（組織、職員の身分に
関する事項、財務など）の全てを適用する

地方公共団体が直接行う必要のない事業を公
共上の見地から効率的・効果的な業務執行を
行うことを目的に当該団体が設立する

地方公共団体が議会の議決を経て指定する民
間事業者に、期間を定めて施設管理・運営を包
括的に委任する

地域で良質かつ適切な医療を効率的に提供す
るため、医療連携推進方針を定め、当該推進
業務を行う法人を都道府県知事が認定する

地域の医療事情の観点から民間の医療法人
等に譲渡し、その経営を任せる

診療所、老人保健施設など、病院事業から転
換して、事業形態自体を見直す

制度概要



公立病院の主な経営形態について
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（３）公立病院の経営形態について

出典：新公立病院改革ガイドライン（総務省）の抜粋

経営形態 定義 効果 留意点

公
営
型

地方公営企業
法の全部適用

地方公営企業法第2条第3項
の規定により、病院事業に対
し、財務規定等のみならず、
同法の規定の全部を適用す
るもの

事業管理者に対し、人事・予算等に係
る権限が付与され、より自律的な経営
が可能となることが期待される

・比較的取り組みやすい反面、経営の自
由度拡大の範囲は、地方独立行政法人
化に比べて限定的であり、また、制度運
営上、事業管理者の実質的な権限と責任
の明確化を図らなければ、民間的経営手
法の導入が不徹底に終わる可能性があ
る
・全部適用によって所期の効果が達成さ
れない場合には、地方独立行政法人化な
ど、更なる経営形態の見直しに向け取り
組むことが適当

地方独立行政
法人化
（非公務員型）

地方独立行政法人法の規定
に基づき、地方独立行政法人
を設立し、経営を譲渡するも
の

地方公共団体と別の法人格を有する経
営主体に経営が委ねられることにより、
地方公共団体が直営で事業を実施する
場合に比べ、例えば予算・財務・契約・
職員定数・人事などの面でより自律的・
弾力的な経営が可能となり、権限と責
任の明確化に資することが期待される

・設立団体からの職員派遣は段階的に縮
減を図る等、実質的な自律性の確保に配
慮することが適当
・また、これまで実際に地方独立行政法人
化した病院において、人事面・財務面での
自律性が向上し、経営上の効果を上げて
いるケースが多いことにも留意すべき

民
営
型

指定管理者制
度の導入

地方自治法第244条の2第3項
の規定により、法人その他の
団体であって当該普通地方
公共団体が指定するものに、
公の施設の管理を行わせる
制度

民間の医療法人等（日本赤十字社等の
公的医療機関、大学病院、社会医療法
人等を含む。）を指定管理者として指定
することで、民間的な経営手法の導入
が期待される

・経営面が民間主導となるため、公立病
院の責務である、救急・小児周産期医療
などの政策医療の実施について、指定管
理者制度導入後も確実に果たせるよう、
契約条件や目標設定を明確化する必要
がある



各経営形態の比較１
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（３）公立病院の経営形態について

区 分
地方公営企業法 地方独立行政法人

（非公務員型）
指定管理者

一部適用 全部適用

病院の開設者 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体

経営責任者
地方公共団体の長
（以下「長」）

病院事業管理者 理事長 指定管理者

根拠・組織
条例で設置、長が定める
規則で規定

条例で設置、管理者が企
業管理規程で規定

当該法令の範囲内で理事
長が決定

指定管理者が決定

法人格等 地方公共団体の一部 地方公共団体の一部 法人格を有する 公設民営

財政支援
地方公営企業法に基づき
繰出金として支出

地方公営企業法に基づき
繰出金として支出

設立団体がその業務の財
源に充てるために必要な
金額の全部又は一部を交
付

指定管理料
（協定の範囲内で支出）

政策医療（不採
算医療）の確保

地方公共団体の事業とし
て取組可能

地方公共団体の事業とし
て取組可能

地方公共団体が中期目標
に定めて取組の設定可能

指定管理者との協定書・仕
様書で取組を指定



各経営形態の比較２
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（３）公立病院の経営形態について

区分
地方公営企業法 地方独立行政法人

（非公務員型）
指定管理者

一部適用 全部適用

予 算
長が予算を調製し、議会の
議決を経る

長は、事業管理者が作成し
た予算の原案に基づいて
予算を調製し、議会の議決
を経る

毎事業年度の開始前に、中期
計画に基づき年度計画を定め、
長に届出、公表

指定管理者が作成

決 算
長が決算を調製し、議会の
認定に付す

・事業管理者が決算を調製
し、長に提出
・長は監査委員の意見をつ
け、議会の認定に付す

毎事業年度終了後に財務
諸表、事業報告書、決算報
告書を作成し、長に提出し、
その承認を得る

長に対して、毎年度事業報
告書を提出する

目標管理・事業
計画

経営強化プラン 経営強化プラン
中期目標、中期計画、年度
計画の作成と、各計画の評
価の実施（※）

協定により指定管理者が
作成する事業計画に基づく

契 約
地方自治法及び地方公営企
業法による

地方自治法及び地方公営
企業法による

調達方針に基づき内部規
約で定める

指定管理者の業務として制
限なし

資金調達 自らが企業債を借入 自らが企業債を借入
設立団体からの借入
（１年以内のものを除く。）

独自調達

※中期目標と中期計画については議会の議決が必要



地方公営企業法の全部適用への移行
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（３）公立病院の経営形態について

平成29年３月に策定した「小田原市立病院経営改革プラン」に基づき、他

病院における経営形態と経営成績の関係性や病院の建替えに向けた取組へ

の影響等の調査・検討を行った結果、次の理由から、令和３年４月に経営

形態を地方公営企業法の全部適用に移行した。

１ 事業管理者に組織編成、人事、予算及び契約の権限が付与され、よ

り自律的な経営が可能。

２ 地方公営企業法の一部適用と比べ劇的な変化がないため、新病院の

建替えに大きな影響を与えないこと。

３ 新病院建設事業による費用増を見込み、その円滑な遂行とその後の

安定的経営の確実な実現に向け、経営の自由度を高め、経営改善に

取り組む必要があること。



県内の主な公立病院における現在の経営形態の状況
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（３）公立病院の経営形態について

経営形態 県内の主な公立病院 備考

公
営
型

地方公営企業法の一部適用

•藤沢市民病院
•大和市立病院

当該市で直営

地方公営企業法の全部適用

•横浜市立市民病院
•横浜市立脳卒中・神経脊椎センター
•川崎市立川崎病院
•平塚市民病院
•厚木市立病院
•三浦市立病院
•茅ヶ崎市立病院
•小田原市立総合医療センター

•当該市で直営し、事業管理者が事業運営
•三浦市立病院と小田原市立総合医療セン
ター以外は、事業管理者と病院長が別

地方独立行政法人
（非公務員型）

•県立足柄上病院
•県立こども医療センター
•県立精神医療センター
•県立がんセンター
•県立循環器呼吸器病センター

地方独立行政法人神奈川県立病院機構が
運営

民
営
型

指定管理者制度
（公設民営）

•横浜市立みなと赤十字病院
•川崎市立多摩病院
•横須賀市立総合医療センター
•横須賀市立市民病院

•日本赤十字社
•学校法人聖マリアンナ医科大学
•公益社団法人地域医療振興協会
•公益社団法人地域医療振興協会



【参考】全国の病院に占める公立病院の役割
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（３）公立病院の経営形態について



【参考】公立・公的医療機関等の開設者の分類
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（３）公立病院の経営形態について



経営計画策定時に認識していた現状と課題等
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（４）現状と課題について

令和６年３月に策定した小田原市立病院経営計画（経営強化プラン）

において、現状と課題等については、令和４年度と令和５年度の計画策

定過程で、一度整理している

経営計画策定時に、どのような現状と課題の認識を持っていたのか、

再確認を行う必要性がある

⇒まずは、経営計画における現状と課題等について、ポイントを絞って

事務局から説明する



経営計画策定後に新たに生じた課題１
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（４）現状と課題について

○想定を上回る人件費の上昇

2025年8月7日付 共同通信記事より抜粋



経営計画策定後に新たに生じた課題２
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（４）現状と課題について

○想定を上回る物価等の上昇

2025年9月10日付一般社団法人日本病院会等からの緊急要望より抜粋



経営計画策定後に新たに生じた課題３
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（４）現状と課題について

○医療職の確保（医師少数区域）

令和7年12月16日開催
令和7年度第2回県西地区保健医療福祉推進会議 資料より抜粋



全部適用に移行した効果の検証の進め方
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（４）現状と課題について

令和６年３月の経営計画策定後２年が経過し、

令和３年３月の全部適用に移行後５年が経過し、

計画自体も内容を見直す必要がある

また、この２年で新たな課題も生じてきている

⇒これらの現状や課題を再検証することで、全部適用に移行

した効果の検証を行う ということでどうか



次回（第２回）の開催に向けて

36

日程 内容

第２回 9月上旬頃 全部適用移行の効果検証（財務・資産等）

次回から、具体的な全部適用移行の効果検証を行っていく。

まずは、財務・資産等の視点から検証を行っていく。
（想定資料）

・経営計画の該当部分
・令和７年度病院事業会計決算書報告書その他財務諸表（案）
・病院事業の過去10年の収支状況
・各種経営指標の推移 など

⇒今後の動きとして、毎回開催後に、各委員にアンケートの回答をお願いしたい
・今回の検討会における課題等のご意見や疑問点
・次回に向けた意見、用意して欲しい資料 など

アンケートに対するフィードバックを行った上で、

次回の会議を開催する


